
 

 

一橋大学 21 世紀 COE プログラム 

「知識・企業・イノベーションのダイナミクス」 

大河内賞ケース研究プロジェクト 

 

 

 
 

松下電子工業・電子総合研究所 

移動体通信端末用 GaAs パワーモジュールの開発 

 

武石彰 

高永才 

古川健一 

神津英明 

 

2006 年 3 月 

 

CASE#06-01 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

本ケースは、一橋大学 21 世紀 COE プログラム「知識・企業・イノベーションのダイナミクス」から経費の支給を受けて

進められている、「大河内賞ケース研究プロジェクト」の研究成果のひとつである。このプロジェクトは、大河内賞を

受賞した業績について事例分析を行うもので、（財）大河内記念会と受賞企業のご協力をえながら、技術革新の概

要やその開発過程、事業化の経緯や成果などを分析している。事例研究を積み重ねて、日本の主要なイノベーシ

ョンのケース・データを蓄積するとともに、ケース横断的な比較分析を行い、日本企業のイノベーション活動の特徴

や課題を探り出すことを目指している（詳細はhttp://www.iir.hit-u.ac.jp/reserch/21COE.htmlを参照のこと）。本プ

ロジェクトを進めるに際して、（財）大河内記念会より多大なご支援・ご協力をいただいており、心よりお礼を申し上げ

たい。 

 

※本ケースの著作権は、筆者もしくは一橋大学イノベーション研究センターに帰属しています。本ケースに含まれる

情報を、個人利用の範囲を超えて転載、もしくはコピーを行う場合には、一橋大学イノベーション研究センターによ

る事前の承諾が必要となりますので、以下までご連絡ください。 

【連絡先】  一橋大学イノベーション研究センター研究支援室 

℡:042-580-8423   e-mail:chosa@iir.hit-u.ac.jp 



 

白紙 



 

 

 

 

一橋大学 21 世紀 COE プログラム 

「知識・企業・イノベーションのダイナミクス」 

大河内賞ケース研究プロジェクト 

 

 

松下電子工業・電子総合研究所 

移動体通信端末用 GaAs パワーモジュールの開発 

 

 

2006/03/24 

 

 

 

一橋大学イノベーション研究センター教授 武石彰* 

一橋大学大学院商学研究科博士課程 高永才 

一橋大学大学院商学研究科経営学修士コース 古川健一 

一橋大学イノベーション研究センターCOE 客員教授 神津英明 

 

 

*〒186-8603 東京都 国立市 中２-１ 

Phone: 042-580-8425       Fax: 042-580-8410 

Email: takeishi@iir.hit-u.ac.jp 

http://www.iir.hit-u.ac.jp/ 

 

 

 

 



 

白紙



 

1 はじめに 

いま、多くの人にとって、携帯電話のない生活を想像するのは難しいだろう。携帯

電話を持っていれば、いつでもどこでも電話で話しができて、メールのやりとりやイン

ターネットへのアクセスも可能だ。買い物をしたり、写真を撮ったり、音楽や映像を楽

しんだりすることもできる。2005 年 6 月現在、日本の携帯電話サービスへの加入者数

は 9200 万人（PHS を含む）を超え、普及率（人口当り携帯電話加入者数）は約 73％と

なっている。ほぼ四人に三人の割合で携帯電話を使っている勘定になる。中学生や小学

生が持つのも珍しいことではなくなった。 

だが、わずか十数年ほど時代をさかのぼると、携帯電話の普及率は 1％に過ぎなかっ

た（1993 年 1 月）。当時最も普及が進んでいた北欧でも 7％程度であったが、特に日本

は普及が遅れていた。利用できるエリアが限られ、料金が高く、端末が重くて電池も長

続きしなかったことなどがその理由であった。1990 年代はじめの頃の移動体電話は、

大型で、重く（150cc、230g）、待ち受け時間も 10 時間強ほどで頻繁な充電が必要だっ

た。 

その後の普及拡大には、利用エリアの拡大、デジタル方式への移行、インターネット

への接続サービスの開始などさまざまな要因が貢献したが、端末の小型軽量化と長時間

動作化も重要な原動力となった。その一つの象徴的な出来事が、1996 年に、100cc、100g

を切り、待ち受け時間が 150 時間を超える端末が発売されたことだった。NTT ドコモ向

けの端末機として松下通信工業が開発した携帯電話、P201 である。より小さく、軽く、

充電も長持ちする端末の登場は人々の携帯電話への関心を刺激し、市場のさらなる拡大

を促した。P201 は半導体、電子部品、電池など様々な技術革新を結集して実現したも

のであったが、その一つが、松下電子工業が開発した、小型で消費電力の少ない GaAs

パワーモジュールであった。 

パワーモジュールは、携帯電話において送信用に信号を増幅する部品で、携帯電話端

末に用いられる部品の中で最も電力を消費する部品である。松下電子工業は、このパワ

ーモジュールにガリウム砒素（GaAs）半導体を用いた FET（Field Effect Transistor：

電界効果型トランジスタ）を応用し、業界最小体積、業界最高効率を達成した。携帯電

話の小型化、長時間動作化に寄与する部品として端末機メーカーに歓迎され、1990 年

代半ば以降、松下電子工業のパワーモジュールの国内シェアは、当初の 2割弱から 6割

強まで拡大していき、海外にも浸透していった。 

小型で高効率の GaAs パワーモジュールを松下電子工業はどのようにして開発、事業

化していったのか。その後事業はどのように展開していったのか。この過程を記述する
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のが、本ケースの目的である1。 

 

2 松下電器産業グループの携帯電話関連事業の概要 

松下電器産業グループ（以下、松下グループ）は、携帯電話をめぐって①通信インフ

ラ、②端末、③デバイスの各分野で事業を営んでいる。 

この内、端末では（旧）松下通信工業（2003 年に、パナソニックモバイルコミュニ

ケーションズ株式会社へ名称変更）が国内トップメーカーの一角を占めている。多数の

プレイヤーがひしめく中で、国内出荷台数シェアで 30％前後を維持している。 

同社が携帯電話端末を製品化したのは、電電公社（以下、NTT）向けにショルダーフ

ォンといわれる肩掛け型の大きな端末（1500cc、3kg）を 1985 年に開発したのが最初で

あった。「電電ファミリー」の一員として NTT と長年にわたって緊密な取引関係にあっ

た NEC や富士通は、当時の NTT が携帯電話サービスを立ち上げようとしていた動きに合

わせて参入を決めており、松下グループもその動きに何とか食い込もうとする形で参入

していった。手に持てる程度の端末（500cc、750g）を実現したのは 2 年後に NTT が携

帯電話サービスを開始した時であり、さらに、NTT が小型携帯電話（150cc、230g）の

ムーバサービスを 1991 年に開始した時、松下通信工業は有力な端末メーカーとしての

地歩を築き、端末の小型化により一層の力を入れていく。国内で普及が加速し始めた

1994 年に 195g の端末を実現し、それから 2 年後の 1996 年には、先述した通り、世界

初の 100cc、100g を切る端末（93cc、93g）を製品化した。 

携帯電話に関連するデバイスのビジネスとしては、基地局向けと端末器向けとに大別

される。基地局向けには信号送受信用半導体デバイスや信号処理のための LSI があり、

                                                 
1 本ケースは、一橋大学 21 世紀 COE プログラム「知識・企業・イノベーションのダイナミクス」

の研究プロジェクトのひとつ「大河内賞ケース研究プロジェクト」（http://www.iir.hit-u.ac.

jp/reserch/21COE.html）の一環として作成したものである（本ケースでとりあげる、「移動体通

信用低消費電力／小型 GaAs パワーモジュールの開発と量産化」は 2000 年度に第 47 回大河内記

念生産賞を受賞している）。本稿を作成するにあたって、後掲の参考文献の他に、以下の講演、

インタビューを参考にさせていただいた：上田大助氏（松下電器産業株式会社 半導体社半導体

デバイス研究センター所長）講演（2004/11/11）、インタビュー（2005/02/08、2006/01/13）、玉

井誠一郎氏（同知財・技術推進グループ GM 兼事業本部知財戦略総括担当）インタビュー（2005

/02/08）、田中毅氏（同電子デバイス研究グループ・グループマネージャー）インタビュー（20

06/01/13）、片山琢磨氏（同技術企画チームリーダー）インタビュー（2005/02/08、2006/01/13）、

南部修太郎氏（アセット・ウィッツ代表取締役）インタビュー（2006/01/13、2006/02/02）（所

属、役職はいずれもインタビュー当時）。お忙しい中、貴重なお時間を割いてご協力いただいた

以上の方々に深く感謝する。また、「大河内賞ケース研究プロジェクト」を進めるに際して多く

のご協力をいただいている大河内記念会にも感謝する。なお、書かれている内容についての文責

はあくまでも筆者にある。また、本稿の記述は企業経営の巧拙を示すことを目的としたものでは

なく、分析並びに討議上の視点と資料を提供するために作成されたものである。 



 

3 

より大きな市場規模を持つ端末器向けには、パワーモジュールを含む信号送受信用半導

体デバイス、信号処理や制御を担うベースバンド LSI、電源 IC、カメラ等に使われるイ

メージセンサ等の半導体部品、表示用としての LCD、電子部品（コンデンサ、高周波用

フィルタ、多層プリント基板等）、そして二次電池というように、多くのデバイス分野

が関わっている。いずれの分野においても、松下グループ各社は主要プレイヤーとして

認知されている。 

本ケースで取り扱う GaAs パワーモジュールは、（旧）松下電子工業株式会社（現在、

松下電器産業株式会社半導体社）の電子総合研究所が主体となって開発したものである。

松下電子工業は、松下グループの一員として 1952 年に設立され、半導体、電子管、照

明などの事業を担ってきた会社だが、2001 年に、中村社長による一連の松下グループ

の構造改革の中で松下電器産業に吸収合併され、半導体部門は松下電器産業の社内分社

である半導体社として組み込まれている。 

電子総合研究所は、松下電子工業が 1955 年に設立した松下電子工業研究所を前身と

し、半導体デバイスを中心に松下電子工業の研究開発の中核を担ってきた歴史ある研究

組織であった。1999 年に松下電子工業が社内分社として半導体社を設立した際に半導

体デバイス研究センターに改称されており、現在では、そのまま松下電器産業半導体社

の半導体デバイス研究センターとして研究開発活動を続けている2。 

 

3 GaAs パワーモジュールの技術革新 

GaAs パワーモジュールとは 

パワーモジュールとは、高周波の無線通信を実現するために送信用の電波を増幅する

デバイスである。 

無線通信は通信システムの使い方（ラジオ、テレビ、船舶航空無線等）により使用す

る周波数が決められている。一般に周波数が高くなるほど電波は直線的に進む。低周波

ではこの直線性が緩和されるため、山やビル等が障害にならず、電波が遠くまで届き少

数の基地局で広いエリアをカバーできる。一方、人間の声の周波数は 4kHz までである

ため、少なくとも無線通信で声を送る際には一人の通話者が使う周波数帯域として4kHz

帯域（これをチャンネルという）を必要とする。したがって、電波が遠くまで届くもの

の多数のチャンネルが取れない低周波を用いた無線通信は、一人一台を前提として、か

                                                 
2 以下、現時点での名称とは異なるが、本稿では特に断りのない限り、ケースで主たる対象とす

る期間の当時の名称であった、「松下電子工業、電子総合研究所」の名称を用いることとする。

なお、後述するように、同研究所（その後、半導体デバイス研究センター）で GaAs パワーモジ

ュールの開発を担当したチームは、2002 年に松下電器産業半導体社の R&D 組織である高周波半

導体開発センターに統合されている。 
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つ多数の通話者が同時に通話する携帯電話システムには向かない。携帯電話は周波数が

高く帯域を広く使うことでチャンネルを多数設けることにより、多数の人が音声やデー

タのやりとりをする通信システムとして使用できる。 

デジタル方式の携帯電話の送信では、デジタル化された音声やデータを送信するため

に、デジタル信号をまず送信周波数より低い周波数のアナログ波（中間周波数）に乗せ

ることによりデジタル変調信号に変換する。さらにアップコンバータという半導体デバ

イスによりこのデジタル変調信号の周波数をより高い送信周波数に変換する（アップコ

ンバージョン）が、このままでは送信電力が小さい。これを端末機のアンテナから無線

出力される 1W 程度の電波として 300 倍程度に増幅するのが、送信用のパワーモジュー

ルである（図 1）。 

したがって、無線出力電力を小型のデバイスでいかに効率的に実現するかがパワーモ

ジュールの最も重要な要件となる。とくに、送信時の高周波増幅を担うパワーモジュー

ルは、端末の中で最も電力を消費する部品であり、携帯電話が消費する全電力のうち、

送信時には 80％、受信時には 50％もの電力を費やしていた。パワーモジュールの増幅

効率3が低いと、実用的な動作時間を達成するために必要な消費電力をまかなうために

二次電池が大きくなってしまい、携帯電話端末の小型化を妨げてしまう。携帯電話の小

型軽量化、そして長時間動作化にとって鍵となるデバイスなのである。 

GaAs パワーモジュールは、増幅素子に GaAs を用いた電界効果型トランジスタ（FET）

を用いたものである4。Si トランジスタに比べて、GaAs FET には増幅効率が高く、消費

電力を抑えることができるという利点があったが、GaAs は Si に比べて半導体材料費が

高いという問題があった（材料費だけで約 10 倍）。脆いため加工にも難点があり、GaAs 

FETの価格をSiトランジスタに比べてさらに高いものにしていた。その割に従来のGaAs

パワーモジュールの増幅効率は決して高いとはいえなかった（40%以下）。たしかに Si

トランジスタを用いたパワーモジュールの増幅効率（35%）よりは効率的だったとはい

え、依然として電力消費が大きく、小型化も進んでいなかった。 

また、パワーモジュールは、増幅素子として Si トランジスタを使うにしろ GaAs FET

                                                 
3 増幅効率は一般にパワーモジュールのアナログ出力電力からパワーモジュールへのアナログ

入力電力を引いた値をモジュールが消費する電池から供給される直流電力で割った値として表

される。パワーモジュールにとって、電池からの電力を無線の送信電力に変換する効率を示す重

要な性能指標のひとつである。 
4 現在の主要な半導体デバイスは半導体材料としてシリコン（Si）を用いている。しかし、Si

デバイスでは充分な特性を実現できないマイクロ波を用いた無線通信システム（たとえば衛星放

送の受信用アンテナ）では半導体材料として Si より電子移動度の高いガリウム砒素（GaAs）を

用いたデバイスが用いられてきていた。携帯電話システムにおける GaAs デバイスは大きく基地

局用の送受信デバイスと端末器用の送受信デバイスが主要な応用分野である。 
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を使うにしろ、直流電力を供給する電源回路のほかに、パワーモジュールの周波数帯域

内でその増幅効率を最大にするために増幅素子の入力部と出力部に高周波整合回路を

設ける必要がある5。パワーモジュール開発においては、増幅素子と共に鍵となる技術

であり、その小型化も大きな課題となっていた。 

 

松下電子工業の GaAs パワーモジュールの革新 

こうした問題点を克服し、増幅効率の向上、小型化において従来製品を大きく上回る

水準を達成したのが、1995 年から 1999 年にかけて松下電子工業の電子総合研究所が開

発した GaAs FET パワーモジュールであった。 

これは、従来の GaAs FET が抱えていた、①高周波領域で動作させるために GaAs FET

のゲートの微細化が必要であるが、高出力を出そうとすると増幅効率が低下する、②入

出力整合回路を個別設計し配置するために、高周波基板が大型化する、③FET は接地面

とワイヤーで結ぶが、増幅効率を高めるためワイヤーの本数を増やす必要があり、ワイ

ヤーの結線用面積の増大によりFETチップが大型化する、④FETの発熱に伴う熱暴走（制

御不能の状態）を避けるために、FET の温度を一定以下に保つ温度補償回路が必要で大

型化する、という四つの問題に対して、それぞれ①スパイクゲート構造、②立体高周波

回路、③表面ビアホール、④温度依存性ゼロ技術、という技術革新によって克服したも

のである（表 2）。 

 

①高周波領域で効率が低下することの克服：スパイクゲート 

GaAs FET は、GaAs 結晶表面にソース（電子の供給口）とドレイン（電子の受け口）

という二つの電極を設けて電子の通り道であるチャネルを結晶中に作り、このソースと

ドレイン電極の間のチャネル上にゲート（門）と呼ばれる電極を設けた構造になってい

る。ゲート電極はその名のとおり電子の流れを制御する電極であり、その制御はゲート

に電圧をかけて行う。このゲート電極に微小なデジタル変調信号を加えるとデジタル変

調信号に従ってゲートの電圧が変化するため、その変化はチャネルを通る多量の電子の

流れ（ドレイン電流）にコピーされ、デジタル変調信号は増幅される。 

携帯端末システムのような高周波領域において GaAs FET がデジタル変調信号を扱う

ためにはゲート電極下のチャネルを走る電子の走行時間を短くすることが必要であり、

したがって、ゲート電極の微細化が必要であった。しかし従来、ゲートの微細化は同時

                                                 
5 この高周波整合回路は、チップキャパシタと呼ばれる容量素子やコンダクタ素子をアルミナ

（酸化アルミニューム）を材料とする基板に形成するか、組み立てて作られるもので、端末器の

システムから要求される性能を満たすように設計される。 
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にソース電極とゲート電極間の寄生抵抗と言う FET の高周波動作にとっては必要のな

い抵抗の増加を伴い、増幅効率を低下させていた。 

松下電子工業が開発したスパイクゲートは、高額な製造設備を使わずに GaAs FET

の実効的なゲートの微細化を実現したものである。スパイクゲートはゲート電極が乗る

GaAs 結晶の表面を V 字型に掘り込み、その掘り込んだ部分にゲート電極を設けること

によりゲート電極の微細化を実現した。このスパイクゲート構造においてはソース電極

とゲート電極間の GaAs は掘り込んでないため厚いままであり、この厚さにほぼ逆比例

する寄生抵抗値を上げることなくゲート電極の微細化を実現した。 

端末器において電池から GaAs パワーモジュールに供給される電圧は、電池のエネル

ギー密度が高く普及もしているリチウム電池の効率が上がっても、せいぜい 3V 前後し

かない。そのような電圧では従来は増幅効率が 60 数％にとどまっていたのに対して、

スパイクゲートは 70％の効率を達成し、二次電池で駆動するパワーモジュールとして

優れた特性を得ることに成功した。 

スパイクゲートはその製造方法においても工夫がなされた。スパイクゲートの先は非

常に微細な（0.2 ミクロンメートル）加工を必要とするが、一般に、ゲート電極の微細

化には高額の設備投資が必要になる6。それでは事業として成り立たない。そこで、コ

ストをかけずにこれを実現するため、松下電子工業は、半導体業界ではそれまで原理的

には理解されていたが実際の製造には適用していなかった位相シフトマスクを用いる

ことにより安価な光学露光装置で微細なゲート電極を実現した7。これは高額な設備を

用いることなく微細なスパイクゲートを作る、高度な生産技術の革新であった。 

 

②入出力制御回路の個別設計・配置による基盤大型化の克服：立体高周波回路 

既存のパワーモジュールでは、回路基板に GaAs FET、入出力の高周波整合回路、バ

                                                 
6 一般の光学露光技術を用いてゲート電極のパターンを GaAs 表面に形成するためには、ゲート

電極のパターンを持つマスクを通して光を当てることにより、GaAs 表面に塗られた薄い感光膜

にマスクパターンを転写する必要がある。当時 0.2 ミクロンメートルという微細なゲート電極を

形成するためには最先端の高額な縮小投影露光装置が必要であった。 
7 位相シフトマスクを用いる露光技術の原理は、マスク上の二つの近接（たとえば 1ミクロンメ

ートルの間隔）した細いスリットを通る光は光波として位相が同じであるためマスクを通り抜け

た後干渉して、本来は光が当って欲しくないスリット間の間隔（ここでは１ミクロンメートル）

にも光が回り込んで感光膜にマスクのパターンが正常に転写できないという物理現象を活用し

たものである。すなわち、マスク上の二つのスリットのうち一方を光が通るときに位相が逆転す

るような膜（移相膜）を塗っておくと二つのスリットを通った光はスリット間において逆の位相

の光が干渉するために実質的に全く光の強度がゼロになる部分がスリット間の間隔（ここでは 1

ミクロンメートル）に生じるため、光の当ってない感光膜は非常に細く線として残る（たとえば

ここで必要な 0.2 ミクロンメートル）。この線をゲート電極形成に用いる。したがって、微細で

ない位相シフトマスクを用いることにより微細なパターンを形成しうる。 
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イアス回路（電源回路）の部品などが同一平面上に実装されていた。パワーモジュール

の高周波特性高周波を考慮すると、入出力整合回路やフィルタなどを一定の距離をおい

て配置することが必要で、結果として回路が大面積化していた。 

これに対して松下電子工業では、独自の立体高周波回路（6～7 層の多層化）による

小型化を実現した。GaAs FET をチップ実装させ、高周波整合回路、バイアス回路、フ

ィルタなどの部品を三次元的な設計手段で複合的に実現する技術を開発した。 

各回路面を接地層で挟み込むことで高周波の分離を実現し、また各層に基準面、接地

面を設けて、それぞれ独立に設計できるように工夫されている。この結果、これまで平

面に配置していた部品を立体的に高密度に配置することが可能になり、モジュール体積

の小型化と、同時に回路特性、特に帯域内増幅特性の向上が実現した。 

 

③ワイヤー接地による大型化の克服：ビアホール接地 

従来 GaAs FET チップの高周波回路基板への接地には多数のワイヤー（PDC では 20 本

以上）を用いていた8。接地に用いていたワイヤーの断面積は 25～35 ミクロンで、超音

波を用いてワイヤーの先端をチップに接合する面積はさらに大きくなり（接合時にワイ

ヤーの先端が潰れるため 50～70 ミクロンとなる）、接地のためだけの面積を大きく使う

ため、チップが大型化していた。 

ワイヤーに代わる接地方法として同センターが開発したのが、ビアホール（Via Hole）

技術であった。ビアホールは、FET を形成している GaAs 基板の一部に垂直貫通孔を形

成し、その中に金属を埋め込み、ワイヤーを用いずに高周波基板電極に直接接地するも

のである。 

これにより、ワイヤー接地用面積が不要となり、チップ面積を 40％ほど縮小するこ

とが可能になった。またワイヤーによる抵抗（寄生インダクタンス）がなくなったこと

で、高周波電力利得が 2 倍程度上がった。必要な面積が小さくなると同時に高周波特性

も良くなり、一石二鳥の技術であった。 

この技術を実現する上で難しかったのは、脆い基板に穴を開けることであったが、松

下グループ内で持っていた ICP 高密度エッチング装置9を用いて対応が可能となった。 

                                                 
8 高周波回路から見た場合には、このワイヤーは FET の増幅効率を低下させ、また、増幅器とし

てあってはならない異常発振の要因となる。このような不具合を避けるためにはできるだけワイ

ヤーの本数を多くして高周波的な抵抗を低減させることが必要であった（これはいわば、水道管

の径が小さくても多数並列に並べると多くの水を流せるので水道管の径を増して水道管の抵抗

を低減したのと同じ効果があるのと同様の理屈である）。 
9 半導体基板上に、高密度なプラズマ放電で深さ 150 ミクロンほどの穴を高速に形成するという

装置。 
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④温度補償回路設置による大型化の克服：FET 配置工夫による温度依存性解消 

移動体通信端末の送信部は、大きな電力を発生するので発熱も大きいが、この温度上

昇により GaAs FET の動作条件が変化し、場合によっては熱暴走（FET にながれる電流

を制御できなくなること）して FET そのものが壊れるという問題があった。このために

わざわざ外部に、FET の温度を一定水準以下に保つための温度補償回路を設ける必要が

あり、送信部の回路が複雑化、大型化していた。 

このような問題は GaAs FET デバイスの本質的特性とそれまでは考えられていたのだ

が、松下電子工業はチップの実装時の条件によって FET 特性パラメータの温度係数が変

化することを発見した。 

GaAs FET を基板に接地する時には、半田を用いて約 350℃で基板の金属層と融着され

るが、組み立て後のパワーモジュールは 100℃以下の状態となる。このため、GaAs と基

板との熱膨張率の差により組立て後には GaAs FET に圧縮力が残ったままとなり、端末

の使用によって内部の温度が上昇すると、GaAs FET の残留圧縮力が緩和される。この

圧縮力の変化が GaAs FET の温度特性をもたらしていたことを見出した。さらに GaAs 結

晶に電流を流す向き（ゲート電極と直角の方向）を変えることによりこの圧縮力による

FET 特性の影響をほとんど解消させうることを見出した。 

これらの発見に基づき、GaAs FET の電極配置を変え、GaAs 結晶基板上に FET を形成

する際に FET のゲート電極の配置方向を従来の電極の配置方向から 45°まわした方向

に設定するだけで温度特性を制御する（温度の特性を 0にする）ことが可能になり、そ

の結果、温度補償回路を必要せず、その分小型で簡素な GaAs FET パワーモジュールが

実現した。 

 

4 開発・事業化の経緯と特徴 

松下通信工業のパワーモジュールは、以上の四つの技術革新によって、業界最高水準

の小型化と高効率化を達成し、携帯端末用部品として国内外で広く採用されていった。

その開発から事業化の過程はどのように進んでいったのだろうか。ここからは、その足

取りと特徴をたどっていくことにしよう（表 2 に主なできごとの年表を示す）。 

 

開発着手 

松下グループが携帯電話端末用に GaAs のパワーモジュールの開発に着手したのは

1980 年代後半のことである。当時、松下電器産業の研究開発部門の一つであった半導

体研究センターで南部修太郎が中心になって取り組んだものであった。南部は、松下電
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子工業の電子総合研究所（当時の名称は半導体研究所）の出身で、同研究所が 1979 年

にそれまで軍事用に限定されていた GaAs 半導体を世界ではじめて民生用の UHF テレビ

チューナーの 4極 FET として製品化することに成功した時の開発担当者であった。南部

は、その後、松下電子工業のディスクリート事業部の開発部隊に移り、そこで携帯電話

端末用の GaAs のパワーモジュールの開発を手がけ始め、さらに 1988 年から松下電器産

業の半導体研究センターの光半導体研究所に転じていた。 

当時の GaAs パワーモジュールは、先ほども述べた通り、シリコンより効率が良いと

いってもその差はわずかであり、コストははるかに高かった。だが、南部は携帯電話端

末向けの GaAs パワーモジュールの可能性に着目し、その技術開発に注力した。付加価

値の高いモジュールを開発して一定規模の事業を立ち上げたいという強い思いが働い

たのと、たまたま当時松下通信工業からみせてもらった新しい携帯電話端末を手にして、

効率の高い GaAs パワーモジュールを実現すれば電池の数を減らしてもっと小型化でき

るはずだとの見通し（明確な技術課題）が持てたからであった。松下電子工業時代から

いろいろと GaAs デバイスの研究を支援してくれた松下通信工業に恩返しをしたいとい

う気持ちも南部の中にはあった。 

ただし、NTT も含めて、シリコンを使うのが当然であるという意見が当時の主流であ

った中で、この考え方は少数派であった。そもそも南部が松下電器産業の光半導体研究

所に転籍したのも、松下電子工業では積極的な支持がえられなかったためでもあった。

南部は、当時、松下電器産業の半導体研究センター長であった水野博之の理解と支持を

えて、光半導体研究所での GaAs パワーモジュールの開発にこぎつけたものの10、松下通

信工業の携帯電話端末事業担当者にその技術的な可能性を説明しても懐疑的な反応し

か返ってこなかったのがその頃の苦しい実情であった。 

だが、ここで予想外の追い風が突然吹く。当時激化していた日米通信摩擦によって、

1989 年に、米国のモトローラが（当時としての）超小型携帯電話端末「マイクロタッ

ク」で国内市場に参入することが政治決定される11。この結果、NTT がモトローラに対

抗して少しでも性能に優れた携帯電話の開発・投入に力を入れることになったのである。 

高性能の携帯電話端末の開発を急きょ要請された松下通信工業は、一転して、南部の

                                                 
10 松下電子工業の研究者が松下電器産業の研究所に転籍するというのは珍しい出来事であった。

水野が南部を光半導体研究所に受け入れたのは、松下電子工業出身の水野が以前から南部を知っ

ていたのと、他方で、南部を受け入れることで光半導体研究所の研究活動を活性化しようという

狙いも働いていたと考えられる。 
11 当時の DDI セルラー（現 KDDI）が 1989 年に国内初の小型携帯電話「モトローラ・マイクロタ

ック」を発売した。これは日本の通信機器市場の開放を要求する米国政府の圧力を受けての出来

事であった。 
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取り組んでいた GaAs パワーモジュールに関心を寄せた。南部にとってはまさに千載一

遇のチャンス到来であった。南部が取り組んでいた携帯電話用の GaAs パワーモジュー

ルの開発は一気に本格化、加速化する。試行錯誤を繰り返しながらも約一年という短期

間でなんとか実用化にこぎつけ、1991 年 4 月からスタートした NTT の「ムーバサービ

ス」用に松下通信工業が製品化した小型携帯電話端末に組みつけられる。低消費電力の

GaAs パワーモジュールのおかげで充電待ち受け時間が長かった松下通信工業製の端末

は人気を博し、「ムーバサービス」向け端末で一気にトップシェアを獲得し、GaAs パワ

ーモジュールは松下電子工業の新しい事業分野となっていった。 

これはただ、松下電子工業の電子総合研究所の立場からすれば、必ずしも居心地のい

い状況ではなかった。自社の半導体事業の成長分野の技術が松下電器産業の研究開発部

門で開発されたことで、とりわけ事業への貢献が重視される電子総合研究所は肩身の狭

い思いをした。しかも、一方で、電子総合研究所で力を入れていた衛星放送用パラボラ

アンテナのための GaAs FET の方は成果があまり芳しくなかっただけに、一層忸怩たる

思いを募らせていた。 

そんな中で、電子総合研究所にとって新たなチャンスが到来する。デジタル携帯電話

端末用の GaAs パワーモジュールの開発が次の課題として登場したのである。松下通信

工業は、NTT の動向も踏まえながら、デジタル方式用に新たなパワーモジュールの開発

の検討を要請した。ところが、アナログ用の GaAs パワーモジュールを開発した松下電

器産業の半導体研究センターは積極的な反応をみせなかった。開発をリードした南部が

他の分野に異動していたこともあったし、好調なアナログ用のパワーモジュールの改良

版でデジタル用に対応できると考えたのがその理由であった。他にも多くの開発テーマ

を抱え、とくに長期的な研究テーマを優先する傾向が強い松下電器産業の半導体研究セ

ンターにとって、デジタル方式の携帯電話端末用のパワーモジュールを新たに開発する

という課題はそれほど優先順位の高い案件ではなかった。またその当時、そもそもデジ

タル方式の携帯電話にどれほどの市場が期待できるのかも不透明であった。 

対照的に、デジタル用の GaAs パワーモジュールの開発に積極的に取り組む姿勢をみ

せたのが、松下電子工業の電子総合研究所であった。アナログ用の開発で松下電器産業

の半導体研究センターにお株を奪われていた同研究所にとって、デジタル用の開発は願

ってもない名誉挽回のチャンスであった。新たに任命された上田大助がリーダーとなっ

て、10 名強のメンバーで本格的にデジタル用の GaAs パワーモジュールの開発に着手し

たのが、1991 年のことであった。 

電子総合研究所は、当初、PHS 用の開発にも取り組んでいた。PHS は安価な携帯電話

として都市部での普及を目指して NTT が主導していたので、その将来性が期待されてい
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た。だが、余裕のない電子総合研究所にとって二つの開発テーマを追い続けるのは無理

がある。ひとつを選択せざるをえなかった。結局、松下電子工業の電子総合研究所の

GaAs パワーモジュール開発活動は、デジタルの携帯電話用に集中することになる12。 

 

製品化と顧客開拓 

1993 年 3 月、NTT ドコモが日本初のデジタル方式（PDC 方式）の携帯電話サービスを

首都圏で開始した。アナログ方式に比べて、データを圧縮して処理するデジタル方式は

パワーモジュールに対して新たにひずみ特性の改善を要求した13。高調波ひずみを考慮

したパワーモジュールは一般に増幅効率が低下するため、デジタル方式になって、パワ

ーモジュールの増幅効率を高める重要性はより高くなった。 

だが、新しいサービスのスタートにあわせて松下電子工業の電子総合研究所が製品化

したデジタル方式用の GaAs パワーモジュールは、肝心の松下通信工業には採用しても

らえなかった。松下通信工業は当時 800MHz の携帯電話でアナログ方式とデジタル方式

の両方を投入していたが、両方式ともに、松下電器産業で南部チームが開発し、既に納

入実績を積んでいた、アナログ用の GaAs パワーモジュールを継続して使い続けたので

ある。松下電子工業のデジタル用 GaAs パワーモジュールは、効率性では一定の成果を

あげていたものの、コスト面での厳しい評価を受け、受注を獲得することができなかっ

た。 

むろん、開発は松下電器産業であっても、生産は松下電子工業が担当していたから、

松下電子工業の事業としてはどちらの技術でも同じことだった。ただ、技術開発での巻

き返しのチャンスをうかがっていた松下電子工業の電子総合研究所としては松下通信

                                                 
12 PHS の出力は携帯端末器の出力の十分の一位と技術的に容易であり、かつ PHS の普及を図るた

めに PHS 用のパワーモジュールの価格も抑えられていたことも選択のひとつの理由になってい

たと思われる。松下電子工業の電子総合研究所が放棄した PHS は、松下電器産業の半導体研究セ

ンターがとりあげて開発することになった。結果的に PHS 市場は、国内では思ったように拡大し

なかったが、1991 年ころにおいては、むしろ音質にも優れた PHS の方が将来有望であるとの見

方も根強かった。松下電子工業の電子総合研究所でデジタル方式の携帯電話端末用の GaAs パワ

ーモジュールの開発リーダーだった上田自身も当時はそのような見通しをもっていたという。 
13 Si デバイスにしろ GaAs FET にしろ、その特性パラメータはパワーモジュールの入力電力によ

って変化する、いわゆる非線形性を持つために、ある周波数で増幅された出力電力は他の周波数

成分を持つ高調波ひずみを生じ、他の周波数における雑音となる。データを圧縮して処理するデ

ジタル携帯端末器ではパワーモジュールの高調波ひずみをアナログ方式より抑える必要があり、

パワーモジュールに新しい課題を生じさせた。パワーモジュールの入力レベルを抑えるほど、言

い換えるとパワーモジュールの最大出力（飽和出力）からみて出力レベルが低ければ低いほど高

調波ひずみを抑えることができる。しかし、この場合は端末器として必要な出力を満足させるこ

とは難しい。そこで、パワーモジュールの飽和出力を上げて、飽和出力から見て一定レベル下が

った出力でも所望の出力レベルを実現するようにパワーモジュールの設計（GaAs FET の変更も

含めて）を変える必要が生じた。 
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工業に採用してもらえなかったのは大きな痛手であった。 

なんとか事業としての成果を上げたい電子総合研究所は、ここで外販に動いた。その

成果が、1993 年秋に獲得にした NEC からの受注であった。社内での GaAs パワーモジュ

ールの調達ができなかった NEC は、コストよりも効率性の高さを評価し、電子総合研究

所が開発した GaAs パワーモジュールを採用した。端末メーカーとして競合関係にある

松下通信工業が採用していなかったというのも NEC の採用を後押ししたかもしれない。

その後、ソニーからも受注し、次いでグループ内の松下通信工業からも受注する。南部

チームが開発したアナログ用の GaAs パワーモジュールの採用を続けていた松下通信工

業も、他の端末メーカーへの納入実績などをふまえ、翌 1994 年には電子総合研究所が

開発したデジタル用の GaAs パワーモジュールの採用に踏み切ったのである。 

松下電子工業の電子総合研究所が開発した GaAs パワーモジュールはこうして顧客を

増やし、他に供給するメーカーがなかったこともあって、初期のデジタル方式用の端末

市場をほぼ独占していく。ただ、まだ当時としては、デジタル方式はアナログ方式に比

べて市場規模はごく限られていたし、小型化、効率化の点で改善すべき点は多かった。

それを克服し、松下電子工業がデジタル携帯電話端末用のパワーモジュール市場で盤石

の地位を築くのに大いに貢献するのが、先ほど概要を紹介した 4 つの技術革新であった。 

 

4 つの技術革新のプロセス 

4 つの技術革新は、もともと松下電子工業の電子総合研究所がデジタル用の GaAs パ

ワーモジュールの開発に本格的に着手した 1991 年から取り組んできたものではあった

が、開発努力に一層の拍車がかかったのはデジタル方式のサービスが始まった 1993 年

のことであった。とくにこの当時、松下通信工業が音頭をとって、松下グループとして

100cc、100g を切り、連続通話時間が 100 分を超える携帯電話端末の開発を目指す 300

（スリー・ハンドレッド）プロジェクトがスタートしたことが開発努力を加速化させた。 

四つの技術は同時に実現されたわけではなく、1995 年から 1998 年にかけて積み重ね

ていったものだった（前掲表 1）。この過程は、一部は顧客の関心を継続的につなぎ止

めるための効果を狙って計画的に進められたものであり14、また一部は偶然の発見に基

づいたものであったが、まず苦労したのは立ち上げの段階で開発したものを採用してく

れる顧客を見つけることだった。 

スパイクゲート構造を用いて、体積 0.4cc、効率 40%のデジタル用 GaAs パワーモジュ

ールを実現したのは 1995 年のことだった。翌 1996 年には、さらに立体高周波回路技術

                                                 
14 同じ技術だけでは顧客をつなぎ止めるのは難しいので、受注を維持するためには常に新しい

技術を提示することが大切になる。 
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を開発したことで、体積 0.2cc、効率 52%を実現する。携帯電話サービスにおけるデー

タ通信への対応が一層重要になり、また消費者の小型・省電力への要望がさらに高まる

中で受注は順調に拡大していった。そして、冒頭でも紹介した通り、1996 年 10 月に発

売された、松下通信工業が製品化した世界初の 100g、100cc を切る端末（P201）にも小

型・高効率のパワーモジュールとして搭載される。1993 年から取り組んだ 300 プロジ

ェクトの成果であった。 

さらに、1998 年には表面ビアホール構造、温度依存性ゼロ技術を開発し、1999 年に

は体積 0.06cc、効率 58%のパワーモジュールを実現した。いずれも同時期の競合メーカ

ーの製品の水準（体積 0.08〜0.1cc、効率 55%）を上回り、業界最高の水準であった。

対応するデジタル通信方式も、当初の PDC 方式に加え、その後、CDMA、PCS、W-CDMA と

他の方式にも範囲を広げ、商品ラインアップを拡充していった（表 3）。 

この結果、松下電子工業のパワーモジュールの国内シェアは数量ベースで 1995 年の

15%程度から、2000 年には 62%まで伸びていった（図 2）。この間、富士通は携帯端末用

のパワーモジュール市場から撤退した一方で、当初松下電子工業から購入していた NEC

は自社製に切り替え、また三菱電機なども競合製品を投入したが、松下電子工業は PDC

方式の携帯電話向けを中心に国内で確固たる地位を築くことに成功した。また海外向け

では、GaAs パワーモジュールを供給するメーカーがいなかったアメリカでは売り込み

に成功し、モトローラやクアルコムから受注した。 

 

開発・事業化の進め方の特徴 

こうして松下電子工業の電子総合研究所が 1991 年から本格的に開発をスタートした

GaAs パワーモジュールは、10 年もしないうちに国内のトップの地位を獲得し、大きな

事業成果を得るに至ったわけだが、この成功の背後には同研究所の、開発・事業化に対

するいわば「ゲリラ的」ともいえる取り組みがあった。 

技術開発にしても、販売営業活動にしても、生産の立ち上げにしても、専門分野、担

当業務の範囲を狭い範囲にとどめることなく、臨機応変に、主体的にかかわっていくの

が、電子総合研究所のやり方であった。新しい技術を見いだし、外部に顧客を求め、事

業を立ち上げる過程で、担当分野を限定せず、リスクもとりながら、場合によってはい

ささか無秩序とも思われる進め方で取り組んだことが成果に結びついたところがある。 

まず、技術開発についていえば、電子総合研究所では、少人数で開発に取り組み、と

くに初期の段階では一人一人が特定の狭い専門領域に限定されることなく、幅広く、多

様な開発課題に挑戦する方針がとられている。定期的に開発テーマをシフトし、技術者

が様々な経験を積むことも重視されている。それぞれの研究者が特定のテーマを一定期
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間深堀して専門的に取り組むこともむろん大切だが、一つだけやると目的意識を持ちに

くい。半導体産業の黎明期の開発者達のようにオールラウンドにやることで視野が広げ

れば、研究者としての判断力も養われるし、技術的なブレークスルーも生まれやすいと

いうのがベースにある考え方であった。 

本ケースについていえば、スパイクゲート構造のアイデアは、そもそも衛星放送用パ

ラボラアンテナのための GaAs 低雑音 FET を開発していた経験がいかされている。電子

総合研究所では、1980 年代後半に、先行している富士通に対抗してパラボラアンテナ

用 GaAs 低雑音 FET の開発に取り組んだが、どうしても富士通製品の性能に肩を並べる

ことができなかった。品質で勝てないなら、コストで勝負するしかないと考え、着目し

たのが位相シフトの技術だったのである。これが携帯電話用のパワーモジュールでスパ

イクゲート構造を取り入れる上で役に立った。また、松下の立体高周波回路技術ももと

のアイデアは低温焼成セラミックスにあった15。 

温度依存性ゼロ技術のように、あくまでも偶然が手伝って見いだされた技術革新もあ

るが16、上記の二つの例は、他の領域での技術開発の経験が活かされた結果である。む

ろん、それとて事前に意図したものではなく、幸運が手伝っていることは間違いないが、

しかし特定の専門領域に長期間専念している技術者では実現しにくい技術革新であっ

た。 

新しい顧客を開拓し、生産を立ち上げる過程でも、電子総合研究所が、その本務であ

る技術開発業務の枠を超えて、積極的に関与している。最初の製品が松下通信工業で採

用されず、外部に顧客を開拓していった過程では、売り込みの際に同研究所の技術者が

同行し、営業部隊と一緒に顧客を訪ねている。開発リーダーの上田も内外で多くの顧客

を訪ねた。製品性能を最大限に伝えて、先ず信頼を獲得する上で、技術者が直接説明す

ることが大切だからだ。顧客企業の携帯電話端末の仕様は多様であり、例えばパワーモ

ジュールのマウント（取り付け）やアンテナまでの距離が違ってくる。試作品を持参す

る場合には、それぞれの顧客に合わせて、営業訪問の直前まで微調整をする必要もでて

くる。問題があれば、訪問の前の晩遅くまで「右手に半田ごて、左手にカッターナイフ」

をもってなんとか解決して、顧客のところへもっていく。こうした臨機応変で職人的な

技能を持つ技術者がみずから営業活動に携わったことが国内外の新しい顧客の開拓・獲

                                                 
15 立体高周波回路そのものは松下電子工業が採用する前から他の用途では使われていたが、低

温焼成セラミックスの採用により、より多層の構造が可能になり、小型化が一層進展した。 
16 温度上昇によって破壊されるものとそうではないものがあった。調べてみると、FET を作るた

めに外部からウエハーを購入するが、アメリカ製と日本製ではウエハーの基準面を決めるための

印（オリエンテーション・フラットという）の位置が違っており、これを混ぜて使ったために異

なる結果がでていたことがわかり、結晶軸の違いが温度特性に影響を与えていることを発見した。 
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得につながった。例えば、クアルコムからの受注では、米国には GaAs パワーモジュー

ルの現地企業がないことから、技術者自らがノウハウや製品特性を同社のエンジニアに

丁寧に伝えることが評価につながったりしている。 

生産の立ち上げも電子総合研究所が担った。例えば、岡山工場で立体高周波回路技術

を取り込んだパワーモジュールの本格的な量産がスタートするに先だって、初期の生産

10万個までは電子総合研究所の約5億円をかけた設備投資によってまかなわれている。

これは同研究所では珍しいことではない。開発した製品が市場でどのような反応を得る

のか、どのような性能を持っているのか、明確な見通しが持てない中で、事業が軌道に

乗り始めるまで開発部門側で責任を持つ、という考え方である。売れなかった場合のリ

スクを電子総合研究所が背負わない限り、量産段階で責任を持つ工場はなかなか大量生

産に踏み切らない。事業への貢献が問われる電子総合研究所としてはとらざるをえない

リスクであり、5億円程度の投資は研究所が自らの判断で決裁できる範囲内にある17。 

電子総合研究所は材料のコストダウンにも携わっている。4 インチ基板がその例だ。

開発初期は、非常に高く、誰も使っていないような 30 万もする 4 インチ基板を使って

いた。コストが合わないことを承知の上で、いずれ下がることを見込んで特性が良いも

のを優先して作り、一点豪華主義で顧客にアピールすることを狙ったものだった。だが

事業化のメドが見え始めるにつれて、コストダウンは必須となる。同研究所はみずから

強気の生産予測を示して、材料業者と値下げ交渉を行ない、コストダウンを実現した。

これもまた、技術開発のみに活動を限定せず、事業化に積極的に関わる松下電子工業の

電子総合研究所の伝統的な姿勢の現れであり、その成果であった。 

 

5 新たな競争 

売上の頭打ち 

国内外で受注を増やしていった松下電子工業のパワーモジュールの売上（工場出荷額

ベース）は、2000 年代初頭でおおよそ 300 億円程度にまで達した。だが、これをピー

クに、その後の売上は漸減傾向にある。これにはいくつかの要因がある。 

ひとつが、国内市場の飽和である。1990 年代後半の端末の小型化、長時間動作化に

加え、1999 年末に NTT ドコモが立ち上げたモバイル・インターネット・サービスによ

り、2000 年代初頭も携帯電話市場は拡大基調を維持した。だが、普及率が高まるにつ

                                                 
17 電子総合研究所の開発予算は、事業部門の工場や商品化するグループから 1年から 2年のテ

ーマ毎に獲得していた。企画段階から事業部門からの研究開発予算がつくものだけが開発テーマ

となり、研究開発の成果がでなかったら以後継続できないというルールになっている。上述の四

つの技術開発も、正式に事業部門から予算を獲得して行われている。 
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れ、市場は成熟化している。第三世代への移行により買い換え需要は刺激されているも

のの、かつての勢いはない。 

第二に、海外市場への売り込みが進まなかった。松下電子工業が最初にパワーモジュ

ールを投入した NTT のデジタル方式（PDC 方式）は、技術的には優れた移動体通信シス

テムであったが、海外諸国では採用されなかったため、市場は日本にほぼ限定された。

アメリカではモトローラ、クワルコムなど大手の端末メーカーに納入したものの、ノキ

ア、エリクソン、シーメンスなど世界最大級の端末メーカーがひしめく欧州では成果を

あげることができなかった。米国と違い、欧州では端末メーカーと部品会社の間で共同

開発的な関係を維持しており、GaAs パワーモジュールを供給するメーカーとして適切

なパートナーシップを築くことができなかったことと、既に時代遅れと考えられていた

欧州の標準である GSM 向けには松下電子工業は積極的に対応しなかったためである18。 

国内で、キャリア（NTT ドコモ、KDDI、ボーダフォンなど、移動体通信サービス会社）

主導で激しい競争が繰り広げられ、端末メーカーは矢継ぎ早に新しい製品を投入するこ

とが求められる。そして、末端の部品メーカーはそうした端末メーカーからの厳しい要

求にさらに迅速に対応すること求められる。その対応で忙しく、欧州市場の開拓に資源

を注ぐ余裕がなかったのも、対応がおろそかになった理由のひとつであった。誰もが第

３世代携帯電話で新規まき直しで市場開拓する目論見であった。しかし、そのような移

行期であっても既存の GSM 方式を併用する方式が主流となったことから、ビジネスチャ

ンスを得る機会すら生じなかったのである。海外市場への展開がなかなか進まないのは、

日本のキャリアや端末メーカーにも共通する問題であるが、松下電子工業のパワーモジ

ュールも同様の壁にぶつかったといえよう。 

 

新たな競争 

第三が、競争の激化である。新しい技術を織り込んで優れた製品を投入しても、その

後のさらなる進歩がなければ、時を待たずして部品はコモディティ化（競争の主たる次

元が価格になること）してしまい、安いコストで勝負する海外勢、国内勢が登場してく

る。 

松下電子工業のGaAsパワーモジュールのコストで主要なものは自社製GaAs FETチッ

プと京セラに依存した立体高周波回路である。日本のキャリアの相次ぐ新製品の投入は

                                                 
18 GSM は価格を重視したので、GaAs FET よりも増幅効率でわずかに劣るだけで安価な Si（シリ

コン）FET を採用した。また、GSM の周波数が 800ＭＨzであったため Si FET は高周波特性面で

GaAs FET とそん色なかった。日本では、Si FET 事業を継続した日立製作所が欧州の GSM 方式向

けに納入を増やした。 



 

17 

新たなパワーモジュールを要求したが、立体高周波回路の設計は GaAs FET が完成して

からその特性を取り入れて設計しなければならず、また、一度の設計で顧客の満足する

特性を実現することが難しいのが高周波設計の実情であったことを考えると、６～７層

の立体高周波開発の設計（松下電子工業）、試作（京セラ）から量産（京セラ）までの

期間が顧客の製品開発のそれと同期することが難しくなった。しかも、京セラに製造を

依存した松下電子工業の立体高周波回路は松下電子工業専用品のためその価格低減に

はおのずと限界があり、顧客のパワーモジュールへの価格低減要求に松下電子工業とし

ては対応しにくくなったという問題もあった。仮にコストで対抗して数量ベースでシェ

アを押さえても、金額ベースでは価格低下により収益が落ちてしまう。 

もうひとつやっかいな問題は、第三世代のデジタル方式 W-CDMA への移行に伴う、新

たな技術課題であった。W-CDMAでは、パワーモジュールにそれ以前のデジタル方式（PDC）

より高度な特性を要求した。ひとつはより低い高調波ひずみが求められるという条件で

あり、もうひとつは基地局に届く高周波電力を常に一定にしなくてはならないという条

件である。PDC では、端末側でパワーモジュールの出力を一定に保てばよかった。これ

に対して、W-CDMA では、基地局に届く高周波電力を一定に保つ必要があり、そのため、

端末器は常に基地局と交信しながらパワーモジュール出力をきめ細かく制御しなけれ

ばならなくなった。端末器におけるパワーモジュールの位置付けは、単に送信のための

部品からベースバンド LSI と密接にリンクした部品へと衣替えを余儀なくされた。 

パワーモジュールの位置付けのこのような変化は、「部品事業としてのパワーモジュ

ール」から「システム事業の中のパワーモジュール」への転換を意味し、開発にはシス

テム知識の導入が必須となった。パワーモジュールは松下電子工業が開発し、端末は松

下通信工業が開発する、という明確な線引きをした分担ではなく、今まで以上に両社の

連携が必要となる。しかし、松下電子工業がパワーモジュールの外販もするとなると、

両社の協力関係は単純ではなくなる。W-CDMA への移行は、こうして部品ビジネス主体

の松下電子工業のパワーモジュール事業運営をより複雑にしてしまったところがあっ

た。 

W-CDMA への移行は、もうひとつ、HBT（ヘテロバイポーラトランジスタ）という新し

いデバイスの台頭を招いた。HBT は FET とは動作メカニズムが違うためチップ面積の縮

小が可能となり、パワーモジュールのさらなる原価低減を可能にし、パワーモジュール

事業での激しい競争には有利なデバイスとして登場した。また、W-CDMA のパワーモジ

ュールへの新しい要求に応える上で、HBT はその動作メカニズムの違いから FET よりも

有利なところがある。 

HBT の実用化は 1980 年代の初めからスタートしていたが、日本企業の取り組みは消
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極的であった。HBT の出力が経年劣化するという信頼性問題があったため、端末機の採

否を決める権限を持つ NTT では HBT は使えないという論文を発表していた。このため日

本の企業は、HBT ではなく、GaAs FET によるパワーモジュールの量産化に邁進した。

W-CDMA とは異なる、アナログ方式や日本のデジタル方式（PDC など）では FET でも充分

に対応できたという事情もあった。 

かたや、現在の W-CDMA の基礎となる携帯通信システム、CDMA（クアルコムが開発）

をいち早く移動体通信システムとして採用したのが韓国である。そして韓国での CDMA

方式の実用化に対応するために HBT を採用したのが、米国のパワーモジュール企業、RF

マイクロデバイス社であった。 

HBT の経年劣化は大きく、RF マイクロデバイス社の事業化は当初危ぶまれた。しかし、

同社は独自のバイアス回路により出力を一定に保ちうることを見出し、HBT 単体（パワ

ーモジュールという形）ではなくバイアス回路や高周波回路も含む一体化した IC とし

て製品化したのだった。このようなシステム重視の発想により RF マイクロデバイス社

はほとんど一手に韓国の CDMA 端末機用パワーIC を供給した。HBT の製造では高額な結

晶成長設備が多数必要となるが、RF マイクロデバイス社は韓国向けの出荷の期間にそ

の減価償却を終えることができた。このため第三世代のデジタル方式が本格的に立ち上

がると、CDMA 方式で養われた RF マイクロデバイス社のシステム知識とパワーIC 設計製

造能力は、他社、特にそれまで世界のパワーモジュール市場で強みを発揮していた松下

電子工業など日本企業を圧倒した。 

米国の RF マイクロデバイス社のほかにも Skyworks 社といった企業が HBT を採用し、

彼らの製品は、品質においてもコストにおいても、既存企業を凌駕しつつある。その開

発手法は、電子総合研究所の進め方と対照的である。多くの安価な部品を組み合わせて

製作するモジュールでは、試行錯誤を重ねて、半田ごてやカッターナイフで微調整を重

ねることが、全体の時間はかかっても、最終コストは低くなることが特長であった。こ

れに対して、欧米の企業の手法は、多少の部品のコストが上昇する恐れがあっても最初

からシステム全体を集積化する前提に立ち、コンピュータシミュレーションによる設計

と性能製造限界の把握、検証といったプロセスを、正確かつ迅速にこなし、設計で勝負

するというものである。そして、製造は台湾のファウンドリーや組立て企業などコスト

競争力のあるアジア系の専門メーカーに委託する。これは結果として最もコストの低い

方法となった。 

こうした新興の企業の登場によって、松下電子工業は、米国で取引のあった大手端末

メーカーの受注を失い、また国内でも徐々に市場を奪われつつある。国内市場の頭打ち、

ますます系列化が進む海外の端末メーカーとの関係を築くことの難しさとも相まって、
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状況は苦しくなっている。 

 

松下グループ再編と研究開発組織の見直し 

この間、松下グループ側でも大きな変化があった。冒頭で触れた通り、2001 年、松

下グループは中村社長の主導で一連の再編を進め、松下電子工業は松下電器産業に吸収

合併され、松下電子工業の半導体事業は半導体社として松下電器産業の社内分社となっ

た。これに伴い、1999 年から半導体デバイス研究センターに改組・改称していた電子

総合研究所は、そのまま松下電器産業半導体社の半導体デバイス研究センターとなった

が、翌 2002 年には、同センターの携帯電話端末向けなどの高周波デバイスを開発する

部隊は、松下電器産業の半導体社に新設された R&D 組織である、高周波半導体開発セン

ターに統合され、本ケースの開発メンバーもそこに異動した。 

統合の狙いは、従来松下グループ内で分散、重複していた開発部隊を集約化し、大規

模（100 名程）な組織のもとで、事業部門とはやや距離をおきつつ、選択と集中を行い、

顧客へのソリューション提供型の技術開発体制を築くことにあった。ちょうど、アメリ

カで台頭している RF マイクロデバイス社などと同じようなやり方を目指したものであ

る。 

新しい仕組みはしかし、これまで GaAs パワーモジュールを開発・事業化してきた方

法とは一線を画すものである。南部がまず開発に着手し、その後電子総合研究所が 4つ

の技術革新を重ね、やがて大きな事業上の成果を実現していった本ケースの一連の過程

において、松下グループ内で類似のテーマを追っていた複数の開発組織間の競争の力学

や、分業の範囲を狭く、厳格に設定せず、担当業務の境界をこえて事業の立ち上げに技

術者が関与するというアプローチが（事後的にみれば）プラスに作用したとすれば、新

たな仕組みはそれとは異質なシステムを導入することを意味する。そのような事業の方

向の変更には、想定する商品や顧客に対して、これまでと異なった戦略が求められる。 

新しい競争相手の新しいやり方に対抗するには、旧来の手法の見直しが必要なことは

確かだが、はたして新しい組織・方法への移行が期待通りの成果をあげられるのか。米

国の新興企業と対抗できる力をつけることができるのか。先行きはまだみえない。 

（文中敬称略） 
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図 1 携帯電話のブロック図 

 

①全体像 

 

 

②送信部 

 

資料：松下電器産業半導体社資料他より作成 

 

 

 

 

表 1 松下電子工業のパワーモジュールにおける 4つの技術革新 

パワーモジュールの課題 松下電子工業の技術解決策 開発時期 

① 増幅効率の向上 GaAs FET のスパイクゲート構造の採用 1995 

② 高周波整合回路の小型化 立体高周波回路の採用 1996 

③ GaAs FET チップの小型化 表面ビアホール接地の採用 1998 

④ GaAs FET の温度補償回路の小型化 GaAs FET の温度依存性ゼロ技術の開発 1998 

 

 

送信

ベースバンド LSI 中間周波数源 アップコンバータ パワーモジュール
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表 2 松下電子工業における GaAs パワーモジュールの開発・事業化の経緯 

松下電子工業
電子総合研究所／半導体デバイス研究センター

関連する携帯電話業界の主な動き

1985 NTT、ショルダーフォン発売

1987 NTT、携帯電話サービス開始

1988 （松下電器産業光半導体研究所、南部氏をリー
ダーにGaAsパワーモジュール開発着手）

1989 DDIセルラー、小型携帯電話「モトローラ・マイクロタック」
発売

1991 デジタル方式用GaAsパワーモジュール開発着手 NTT、小型携帯電話ムーバサービス開始

1992 NTTドコモ設立

1993 デジタル方式用GaAsパワーモジュールサンプル出
荷開始／NECから受注

NTTドコモ、デジタル方式（PDC）800MHz携帯電話サー
ビス開始

1994 デジタル方式用GaAsパワーモジュール製品化、NEC
に納入／クアルコム向けCDMA方式用GaAsパワーモ
ジュール開発開始

NTTドコモ、デジタル方式（PDC）1.5GHz携帯電話サー
ビス開始

1995 スパイクゲート構造開発（大きさ0.4cc、効率
40%）／NEC、ソニー、松下通信工業に納入／米国
AMPS向けにモトローラに納入

NTTドコモ他、PHSサービス開始／9600bpsデータ通信
サービス開始

1996 立体高周波回路技術開発（0.2cc、52%）／PDC向け
製品投入（松下通信工業はじめNEC、SONY、東芝、
三洋に納入）／CDMA向け製品投入（クアルコムに
納入）

松下通信工業、100g、100ccを切る端末（P201）発売

1997 PCS向け製品投入（クアルコム、ソニーに納入）

1998 表面ビアホール・温度依存性ゼロ技術開発
（0.1cc、57%）／シェア6割へ

1999 さらに小型・高効率製品投入（0.06cc、58%）／
「電子総合研究所」から「半導体デバイス研究セ
ンター」に改称

NTTドコモ、iモード開始

2000 W-CDMA向け製品投入

2001 「松下電器産業半導体社半導体デバイス研究セン
ター」へ改組

NTTドコモ、FOMAサービス開始

2002 「高周波半導体開発センター」へ統合 KDDI、CDMA2001xサービス開始
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表 3 松下電子工業 GaAs パワーモジュール技術と商品展開の変遷 

 

資料：松下電器産業半導体社資料他より作成 

 

 

図 2 携帯電話端末用パワーモジュールの国内生産における松下電子工業のシェア 

  資料：松下電器産業半導体社 

1995 1996 1997 1998 1999 2000

技術

大きさ 0.4cc 0.2cc 0.1cc 0.06cc

占有面積 168mm2 100mm2 56mm2 38mm2

消費電流 700mA 540mA 500mA 490mA

効率 40% 52% 57% 58%

商品展開 PDC0.8GHz/0.2cc PDC0.8GHz/0.1cc PDC0.8GHz/0.06cc

（通信方式） PDC1.5GHz/0.2cc PDC1.5GHz/0.1cc PDC1.5GHz/0.06cc

PCS1.9GHz/0.2cc PCS1.9GHz/0.1cc

CDMA/AMPS0.8GHz/0.
2cc＆0.1cc

J-CDMA0.8GHz/
0.2cc＆0.1cc

J-CDMA0.8GHz/
0.06cc

W-CDMA2.1GHz/
0.1cc

　　スパイクゲート構造

　　立体高周波回路

　　表面ビアホール構造

　　温度依存性ゼロ技術
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2005 年 10 月

CASE#06-01 

武石彰 

高永才 

古川健一 

神津英明 

「松下電子工業・電子総合研究所： 

移動体通信端末用 GaAs パワーモジュールの開発」 
2006 年 3 月
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「無錫小天鵝株式会社： 中国家電企業の成長と落とし穴」 2007 年 8 月

CASE#07-06 青島矢一 
「日立製作所：   

LSI オンチップ配線直接形成システムの開発」 
2007 年 9 月

CASE#07-07 坂本雅明 「NEC： 大容量 DRAM 用 HSG-Si キャパシタの開発と実用化」 2007 年 9 月

CASE#08-01 
小阪玄次郎 

武石彰 
「TDK： 積層セラミックコンデンサの開発」 2008 年 1 月

CASE#08-02 福島英史 
「東京電力・日本ガイシ：  

電力貯蔵用ナトリウム―硫黄電池の開発と事業化」 
2008 年 3 月

CASE#08-03 
青島矢一 

北村真琴 

「セイコーエプソン：  

高精細インクジェット・プリンタの開発」 
2008 年 5 月

CASE#08-04 

高梨千賀子 

武石彰 

神津英明 

「NEC： 砒化ガリウム電界効果トランジスタの開発」 2008 年 9 月

CASE#08-05 
小阪玄次郎 

武石彰 
「伊勢電子工業： 蛍光表示管の開発・事業化」 2008 年 9 月

CASE#09-02 
青島矢一 

大倉健 
「荏原製作所： 内部循環型流動層技術の開発」 2009 年 6 月

 

 



 

 

 

 

CASE#09-03 
藤原雅俊 

積田淳史 

「木村鋳造所：  

IT を基軸とした革新的フルモールド鋳造システムの開発」 
2009 年 7 月

 

 

 


